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5 



正社員 

非正社員 

自営等 政府 

教育 

新規労働力 

産業政策 

戦後日本型循環モデル 

母 

家族 

賃金 

父 

教育費・教育意欲 子 

・新規学卒一括採用 
・高い若年労働力需要 

・長期安定雇用 
・年功賃金 

・公的な教育支出の少なさ 
・「教育ママ」 

6 



自営等 

非正社員 

政府 

教育 

個人 
産業政策 

戦後日本型循環モデルの破綻 

母 

新規労働力 

中核的
正社員 

周辺的正社員 

賃金 

父 

母 

子 教育費・教育意欲 
家族 

7 

離学後に低賃金で
不安定な仕事に就
かざるを得ない層の
拡大 

賃金や労働時間など
の条件が务悪化 

教育費・教育意欲の家庭間
格差の拡大 

何の支えもなく孤独
に貧困に耐える個
人の増加 

セーフティネットの
切り下げ 



90年代以降 
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富裕層と貧困層との格差 相対的貧困率 

出典：OECD,Growing Unequal?, 2008 
 

世界的に見ても顕著な格差・貧困 
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不可逆的な趨勢①－高齢化 
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不可逆的な変化②－グローバル化 

11 出典：内閣府「平成23年度 年次経済財政報告」平成23年7月 



働き方の問題 
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日本の若者の雇用・労働の現状 
• 正社員比率減尐、非正社員比率増加 

• 正社員と非正社員の働き方の両極性 

• 正社員：「ジョブなきメンバーシップ」 

 →強固な参入制限（経歴や属性による差別）、職務範囲の不

明確さ、それに伴う過重労働・長時間労働、職務の専門性の

低さが生む生産性の低さ 

• 非正社員：「メンバーシップなきジョブ（タスク）」 

 →有期雇用と低賃金、教育訓練の手薄さ、脱出の困難さ 

• 正社員／非正社員いずれにも進行する現象：世界的コスト

競争と産業構造の変化（高付加価値化・サービス化）により

利潤獲得が困難になる中で、法律や人権を蹂躙する働かせ

方が増大 13 



働くことへの若者の意識 

• 能力や個性の発揮／社会への貢献／旧来型の
安定（終身雇用や年功序列）／仕事と生活の両
立といった諸価値が入り乱れ、それらの間で引
き裂かれた状態 

• 実際に職場に入ると、そこでの偶発的条件（労
働条件や人間関係など）に翻弄されつつ達成競
争に呑み込まれ、過酷な働き方をあきらめつつ
受け入れてゆく 

• 何らかの形で挫折した場合、自分と社会の双方
への不信・不安と展望の喪失に陥り抜け出しにく
い 

 
14 



新たな社会モデルと生き方・働き方 
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限定型正社員 

NPO・社会的企業 
政府 

教育 

新たな社会モデル 

母 

家族 

・教育の職業的意義 
・リカレント教育 

・ワークライフバランス 
・同一労働同一賃金 

・保護者や地域に「開かれた学校」へ 
・学校が家族へのケアの窓口に 
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セーフティネット アクティベーション 



働き方の変革 

• 一般の労働市場における正規／非正規の働
き方の是正  

 ex.違法な雇用や長時間労働の規制、「限定
型正社員」etc. 

• 「企業に雇用されて働く」以外の多様な生き方
・働き方の選択肢を増やしてゆく 

 ・ＮＰＯ、社会的企業、協同労働、「ノマド」？… 

 ・自分たちの仕事を創る、おこす 

 ・社会的課題・地域ニーズへの対処と担い手
の生活維持の両立 
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問うべきこと 

• 「新しい生き方、働き方」にはいかなる可能性
と課題が見出されるか？ それを担っていこ
うとしているのはどのような人々であり、彼ら
に対していかなる政策・制度・法律等の整備
が必要か？     

 ・資金提供／人材育成／ネットワーク？ 

 ・一般の労働市場との間の障壁をいかに低くしてゆ
けるか 

• 東日本大震災の被災地における復興が重要
な試金石に。←社会的課題（高齢化、孤立、
労働需給のアンバランスetc.）の集中・顕在化 
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若年労働市場の変化 
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出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会「今後の学校におけるキャリア
教育・職業教育の在り方について（第二次審議経過報告）」データ集、2010年５月17日 



若年層・高卒等で高い失業率 

出典：総務省統計局「労働力調査（詳細集計）平成23年平均（速
報）」平成24年2月22日 

21 



出典：「連合・賃金レポート2011」 
（http://www.jtuc-rengo.or.jp/roudou/shuntou/2011/shuukei_bunseki/23.html） 22 

雇用形態間の時間賃金格差 

雇用形態別年齢階層別時間あたり年間賃金 

【男性】 

【女性】 



低収入で自活せざるをえない 
非正社員も多い 

23 出典：厚生労働省『平成23年版労働経済白書』 



非正社員男性の有配偶率の低さ 

24 出典：厚生労働省『平成23年版労働経済白書』 



出典：厚生労働省「平成22年度 能力開発基本調査」
（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000135nu.html） 
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雇用形態間の教育訓練機会格差 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000135nu.html
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年齢階級別週間就業時間が60時間以上の「男性の正規職

員・従業員」の割合（年間就業日数200日以上） 

2002年 

2007年 

「総務省 平成19年就業構造基本調査 結果の要約」３頁 26 

正社員の長時間労働 



海外と比べても異常な日本の長時間労働 



28 出典：厚生労働省「平成21年版 労働経済白書」 

正社員の年功賃金の変化 



厚生労働省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況（平成23年度）について」 

心身を病む正社員の増加 

29 
※精神障害の約5割は30代以下。 
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「ブラック企業」 

  ブラック企業（ブラックきぎょう）またはブラッ
ク会社（ブラックがいしゃ）とは、従業員に労
働法やその他の法令に抵触しまたはその可
能性がある条件での労働を強いたり、関係
諸法に抵触する可能性がある営業行為を従
業員に強いたりする、若しくはパワーハラス
メントという暴力的強制を常套手段としなが
ら本来の業務とは無関係な非合理的負担を
与える労働を従業員に強いる体質を持つ企
業（学校法人、社会福祉法人、官公庁や公
営企業、医療機関なども含む）のことをさす
インターネットスラングである。（Wikipedia） 

http://www.amazon.co.jp/gp/product/images/4104715212/ref=dp_image_0?ie=UTF8&n=465392&s=books


違法な処遇の遍在 
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諦念の遍在 
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無業の若者の初職離職理由の上位は 
健康上の理由と労働条件 
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若年就労支援の手薄さ 
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求人の尐なさと能力をめぐる不安が 
就労への障害 
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データ：日本教育学会特別課題研究「2008年若者の教育とキャリア形成に関する調査」 35 



ﾃﾞｰﾀ出所：日本経済団体連合会「新卒採用（2011年3月卒業者）に関するアンケー
ト調査結果の概要」2011年９月 

曖昧で抽象的な新卒採用基準 
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図12 若手社員の早期離職の原因（企業回答）

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年） 

早期離職をもたらす 
採用時のミスマッチ 
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若者の仕事意識 

38 出典：厚生労働省『平成23年版労働経済白書』 



39 出典：厚生労働省『平成23年版労働経済白書』 



40 出典：JILPT「第6 回勤労生活に関する調査」 
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Changes of attitudes 4 
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Changes of attitudes 5 
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Changes of attitudes 6 
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Changes of attitudes 7 
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雇用・労働政策の限界・混乱 
• 雇用保険の適用範囲を雇用見込み1か月以
上の者にまで拡大 

• 就労支援政策：キャリアアドバイザー増員、
若者や女性向けのハローワーク、卒後３年目
までのトライアル雇用、雇用（を維持）した企
業に助成金－「とにかくなるべく正社員にする
」方向の施策 

• 正社員の働き方の是正には大きな進展なし 

 ・長時間労働について割増賃金規定のみで
時間規制なし 

 ・国際的にみて低い最低賃金 
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• 求職者支援制度の導入（第二のセーフティネ
ット） but職業訓練の内容や有効性に不備、
地域格差も 

• ジョブカード制度、日本版NVQ（職業能力の可

視化）：事業仕訳による廃止は免れるが捗々
しい普及は見られない（担当していた雇用・能
力開発機構の廃止によりハローワークに移
管されるが推進力に欠ける） 

• 場当たり的な「緊急雇用対策」：期限付きで仕
事内容の妥当性や報酬水準等もまちまちな
仕事の創出←1995年にそれまでの失業対策
事業は終息 
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• 迷走する派遣法改正（製造業派遣・登録型派
遣の原則禁止か否か） 

• 年金支給年齢延長を弥縫するための65歳ま

で継続雇用義務化の提案（厚生労働省労働
政策審議会報告書、2011年12月28日）：若年

者の雇用機会を圧迫する危険、年齢主義的
発想 

• 有期雇用通算期間の上限を5年としそれを超

えれば無期雇用に転換する仕組みの提案（
厚生労働省労働政策審議会建議、2011年12
月27日）：５年直前での雇い止めに対する防
波堤なし 
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社会モデルの再構築 

• 仕事 

 ・一定のメンバーシップとジョブを兼ね備えた「ジョブ型正社
員」の拡大 
 ・NPOや社会的企業などの新しい働き方の普及拡大 
• 家族 
 ・家族の基盤としての「親密な時間」の回復 
 ・多様な形の家族形成 
 ・家族の中の個々人の自律・自立と柔軟な役割分担 
• 教育 
 ・学習内容そのものの「意義」の回復 
 ・格差の最小化と個々の学習者への承認 
 ・人的・物的資源の拡充 
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• 仕事⇔家族 

 ・男女を問わず家庭と仕事を両立できるワーク・ライフ・バラ
ンス 

 ・そのための同一賃金同一労働の実現 

• 教育⇔仕事 

 ・教育の職業的意義（〈適応〉＋〈抵抗〉）の向上 

 ・新卒一括採用に囚われない教育と仕事の柔軟な往復（リカ
レント教育） 

• 家族⇔教育 

 ・費用と意欲の面での教育の家族依存を切断 

 ・保護者や地域の多様な人々に対して「開かれた学校」へ 

 ・学校は家族を様々な社会サービスへと結びつける役割を 
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• セーフティネット：仕事・家族・教育の間隙を公的な「
栄養ある液体」で満たす 

 ・ベーシック・サービス：住居や医療、食事など生きて
ゆく上で必要な基盤を普遍的に保障 

 ・パーソナル・サポート：個々人の状態に即した包括
的できめ細かい支援 

• アクティベーション：就労や社会参加を望む人に対し
てそのために必要なエンパワメントの機会を充実化 

 ・需給に即した教育訓練とその成果の可視化 

 ・段階的な社会参加や就労を可能にするための「居
場所」と「試行錯誤」の場 
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今後求められる雇用・労働政策 

• 適正な働き方（ディーセントワーク）の強力な
推進 

 ・長時間労働の時間規制の導入：ワークライ
フバランス（→女性の就業促進）およびワークシ
ェアリングにもつながる） 

 ・違法行為の取り締まりの強化 

 ・採用基準の明確化および雇用の契約性の
強化 

 ・集団的労使交渉の再強化（企業横断的労働
組合を含む） 
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• 正規・非正規間の大きな落差の縮小、差別な
き雇用機会の保障 

 正規・非正規をまたぐ形で、職業能力の形成・
証明（学校教育を含む）と採用・処遇水準とを連
動させた外部労働市場の整備 

 →ex.「ジョブ型正社員」の推進 

• 福祉・訓練・地域政策と一体化した「中間的
労働市場」の拡充と恒久化 

 →新しい失業対策事業へ 
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